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日本三景天橋立のあるまち宮津の未来につなぐチャレンジ 
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1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

（地域特性） 

宮津市は、京都府北部に位置し、「日本三景天橋立」をはじめ、豊かな自然資源や文化

的景観を有する観光都市である。                                                                                                                             

本市の地形は山地が海岸部に迫り低地部は少ない。集落ごとの地域的な独立性が高

く、各地域の環境に適応した生業や生活が発展してきた歴史がある。 

【地理的条件】 

本市は、日本海に突き出した丹後半島の東南

部を占め、若狭湾の西端に位置する。南北約

24 ㎞ 、東西約 13 ㎞にわたり、面積は 172.74

㎢である。京都市内から北に約 100km の位置

にあり、京都縦貫自動車道により約 75 分でアク

セスできる。 

市域の北側は伊根町と、西側は京丹後市や与

謝野町と、南側は福知山市と、東側は舞鶴市と

接している。福知山市との境界には大江山山地

が連なり、舞鶴市との境界には京都府最大の流

域面積をもつ由良川が流れる。 

さらに、市域の南西部は、西側に接する与謝

野町によって陸地部が分断され、市北部と南部

は飛地状になっている。天橋立は、市北部と南部

をつなぐように約 2.8km にわたって南北に延

び、若狭湾に連なる宮津湾（外海） と阿蘇海（内

海）を隔てる。 

【人口動態（総人口の推移）】 

本市の人口は、市制施行の 1955 年の

36,200 人をピークに一貫して減少を続け、

2020 年の国勢調査では、16,758 人と 65 年

間で 53.7％と人口が半減した。 

国立社会保障・人口問題研究所によれば、2040 年には 10,780 人と 2020 年比で

35.7%まで減少するとされている。 

また、高齢化については、我が国全体では 2040 年まで老年人口は増加し続けるが、

１．全体計画 （自治体全体での SDGs の取組）  
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本市では 2020 年に既に老年人

口が減少局面に入り、高齢化率は

2020 年の国勢調査時点で

43.3%(全国 28.8%)となってい

る。2040 年には 47.7％(全国

36.1%)になる 

さらに、生産年齢人口について

は、2020 年の 7,952 人 が

2040 年には 4,439 人と 44%

減、年少人口は 1,540 人が 712

人と 53.4%減と推測されている。 

本市の人口減少と高齢化の要因は、若年層が高等学校卒業後、大学等への進学、就職

等のため都市部へ転出し、地域に戻ってこないことである。特に、女性の帰還率が低く、若

年女性人口(20～39 歳)は 2010 年 1,516 人から 2020 年 943 人と 10 年間で

37.8%減少、出生数も 125 人から 78 人と 37.8%減少し、人口減少に拍車をかけてい

る。 

このように、本市の急速な人口減少と高齢化は、「地域経済活動の縮小・雇用先の減少」

「若年層の都市部流出・生産年齢人口の減少・人手不足」というマイナススパイラルをもた

らし、今後、公共交通や医療、商業など生活基盤の劣化が進めば、人口減少が加速すると

懸念される。 

【産業】 

 本市の経済は、人口減少、高齢化の進展に伴い縮小し続けており、製造品出荷額等

（1994 年：188 億 4,800 万円→2017 年:80 億 3,600 万円 57.4%減）、卸売業年

間販売額（1994 年：196 億 9,600 万円→2017 年:52 億 6,900 万円 73.3%減）、

小売業年間販売額（1994 年：290 億 9,3００万円→2017 年:185 億 3,8００万円

36.3%減）と大きく減少している。 

2015 年の本市の産業別就業者数では、第一次産業:8％、第二次産業:19％、第三次

産業 73％となっている。本市にとって第三次産業が最も重要な基盤産業に位置付けら

れ、特に、宿泊業、飲食業、娯楽業等の観光関連事業は、「市外からの資金獲得」という観

点からも地域経済の維持に寄与している。 

 

（主な業種ごとの状況） 

◎農林水産業：担い手の高齢化や後継者不足から、農業産出額は、1994 年と比べて

2018 年は 54％の減少。漁獲金額は近年、６億円前後で推移している。 

◎製造業：1994 年から 2019 年までの 25 年間で製造品出荷額は大きく減少している

が、2002 年以降は 100 億円前後と横ばいの状況となっている。 

（地域経済分析システムより） 
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◎商業：かつて本市は丹後地域の商業の中心地であったが、人口減少によるマーケットの

縮小、近隣市町におけるロード型店舗の立地等により、卸売業年間商品販売額及び小売

業年間商品販売額は大きく減少している。特に、卸売業年間商品販売額の減少率は大き

く、1994 年と比べ、2016 年には 73％減少している。 

◎観光業：観光入込客数、観光消費額は増

加を続けており、1999 年と比べて 2019 年

は 46％増加している。2020 年には、コロナ

禍により観光消費額は大きく減少したが、回

復基調にある。一方で、観光業の域内調達率

は低く、今後、地域経済を活性化するために

は、観光の域内調達率向上、インバウンドを

はじめとした観光誘客、観光サービスの高付

加価値化が大きな課題となっている。 

【歴史・文化と観光】 

 天橋立とその周辺は、平安時代から都人の憧れの聖地として広く認識されてきた。 

 また、天橋立を一望する府中には国府が置かれるなど、古代･中世を通じて政治の中心

地であった。 

近世では、城下町が形成され、江戸時代には北前船の寄港地として繁栄するなど、丹後

地域の中核的都市としての基盤が形成され、悠久の歴史の中でその舞台となった社寺や

建築物、まち並みなどの歴史的資源が周辺に数多く存在している。 

 さらに、白砂青松の天橋立と海、周囲の山並みが織りなす自然景観は、雪舟をはじめと

する多くの文人墨客らによって賞賛され、時代を超えて多くの人々に感動を与えてきた。 

 このように、本市は、「日本三景天橋立」に象徴される豊かな自然と優れた歴史・文化に

恵まれ、全国から年間約 300 万人の観光客が訪れる全国有数の観光都市である。 

現在、本市の宝である天橋立を将来にわたり維持・保全するため、世界文化遺産登録に

向けた活動を市民とともに展開している。 

また、2014 年には、京都府北部７市町(本市のほか福知山市、舞鶴市、綾部市、京丹後

市、伊根町、与謝野町)で構成する「海の京都観光圏」が、全国の新観光圏 10 か所の一つ

に観光庁から認定。併せて、2016 年には「海の京都ＤＭＯ」が設立され、広域のスケール

メリットによる幅広い観光資源を活かし、観光客が滞在･周遊できる魅力ある観光地づくり

を進めている。 

特に、本市の府中及び文珠地区は、天橋立周辺の社寺、道路、舟屋等が重要な資産とし

て保全される重要文化的景観に認定され、景観を活かした雰囲気のある滞在促進地区と

して、本観光圏の中心と位置付けられている。 

 

 

日本三景・天橋立 
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（今後取り組む課題） 

【全体】経済・社会・環境の好循環による選ばれる魅力あるまちづくり 

①人口減少・高齢化→②地域経済縮小・雇用の減少→③若年層の都市部流出→①人

口減少… というマイナススパイラルからの脱却に向け、経済、社会、環境の三側面の事業

を集中的に展開し、好循環を起こすことにより、世界から選ばれる魅力あるまちづくりを展

開していく必要がある。 

【経済】人口減少、産業の停滞による地域経済の低迷 

急速な人口減少と少子高齢化に伴い、地域内の経済活動は年々縮小し、特に、卸売業・

小売業年間販売額、農業産出額等が急速に減少している。 

観光入込客数、観光消費額は増加しており、観光関連事業は、市域外からの資金獲得

などの観点から地域経済に寄与しているが、産業間の連携が十分ではなく、地元産品の

域内調達率が低い状況である。今後、地元農林水産業や食品製造業等との連携を強化

し、地域産品の域内調達率の向上や新たな特産品の開発、さらには、農業・漁業体験とい

った体験型商品の開発など宮津の新たな魅力を創出し、地域経済力を高めることが課題

である。 

また、新たな事業の創業や地域活性化にチャレンジしていく若手人財を育成・支援する

必要がある。 

【社会】人口減少、少子高齢化の進行による地域力の低下 

 本市は、生産年齢人口が減少し、働き手不足、地域の担い手不足、出生数の減少など多

くの課題が生じている。本市が将来にわたり持続していくためには、天橋立をはじめとする

豊かな自然や歴史文化を活かした魅力あるまちづくりを進め、こうした宮津の魅力を市内

外に発信し、子育て環境の整備、少子化対策、移住・定住促進策、関係人口の拡大、空き

家の活用などを行うことにより、総合計画に掲げる「若者が住みたいまちづくりプロジェク

ト」を地域一体となって進めていく必要がある。 

【環境】日本三景天橋立に代表される自然環境・歴史・景観の保全・継承 

 地球規模での気候変動が、人々の生活へ様々な弊害をもたらしており、環境問題への対

応は喫緊の課題となっている。課題解決には、市民、事業者、行政等あらゆる取組主体の

行動変容が必要不可欠である。 

本市では、2023 年１月に「プラスチック等資源循環の促進に関する条例」を施行してお

り、今後、一人ひとりが様々な場面で環境にやさしい取組を積極的に展開する必要があ

る。 

このような取組を、本市を訪れる年間 300 万人の観光客にも拡大し、世界から選ばれ

る環境にやさしい観光地づくりや天橋立世界遺産登録に向けた取組と連動させ、脱炭素

社会、資源循環型社会及び自然共生社会を構築する。 
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（２）2030 年のあるべき姿 

本市のまちづくりの将来像は、「共に創る みんなが活躍する 豊かなまち“みやづ”」であ

る。（第７次総合計画 2022 年５月策定） 

2030 年も活力ある宮津市を実現するためには、宮津市に住む人、宮津市に関わる人

など一人ひとりが、役割や生きがいを持って活躍することで、持続可能で豊かなまちにして

いくことが必要である。 

また、このようなまちは、行政だけでなく、宮津市に関わる人たち(みんな)がともに話し合

い、知恵を絞り、ともに力を合わせて創り上げること＝「共創」により、はじめて実現するこ

とができる。 

 全国で人口減少・少子高齢化が進んでいるが、本市では、既に全国を上回るペースで人

口減少と少子高齢化が進行し、地域経済も縮小している。こうした局面を打破し、反転上

昇に導くためには、観光を核に地域経済の活性化を図り、１人あたりの市民所得を増やし

ていくとともに、若者世代の移住・定住を促進し、人口減少のスピードを抑制する必要があ

る。 

 若者世代の移住・定住を図るためには、子育て世代を支援し地域全体で助け合うととも

に、都市部などからの移住者も住みやすいまちづくりに取り組み、若者たちが宮津に住み、

子どもを産み育て、また宮津に住むというプラスのスパイラルを生み出す必要がある。 

また、地球規模での気候変動が人々の生活へ様々な弊害をもたらす中、天橋立をはじ

めとする美しく豊かな自然環境を次世代に継承するため、脱炭素社会、循環型社会、自然

共生社会の構築に向けた取組が必要である。 

 

＜ＳＤＧｓで取り組む３つの柱＞ 

【経済】観光産業を核とした、地域経済力の高いまち 

 「環境にやさしい観光地」として世界から認識され、本市の観光産業を次代につなげてい

くために、グローバル・サステナブル・ツーリズム協議会認定の国際認証機関による認証プ

ログラム（ＧＳＴＣ認証）の取得を通じた観光地づくりを展開する。 

 2015 年７月に京都縦貫自動車道が全線開通したことにより、交通の便が良くなり、日帰

り観光客の割合が増える中、観光地としてのブランディングや魅力的な滞在コンテンツの

造成・商品化を進め、滞在型の観光地へ転換し、地域経済の活性化を図る。 

 また、起業を志す人財が地域で活躍できるよう、行政や地元金融機関等が支援を行い、

次代の担い手を育成する。 

【社会】一人ひとりが地域に愛着を持ち、地域力が高いまち 

若者世代の定住を増やし、出生数の増加につなげるため、郷土愛を醸成する「ふるさと

みやづ学」をはじめ、子育て環境の整備、教育の充実、総合的な移住・定住対策などを積

極的に展開し、市総合計画の「若者が住みたいまちづくりプロジェクト」を進める。 

また、地域を支え、活力ある持続可能な社会を構築していく原動力となる「人づくり」とし
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て、大学等と連携し、リカレントやリスキリングなどの学び直しの機会を拡大するとともに、

創業者を育成する「未来天橋塾」、女性の職場での活躍を促す「女性活躍応援塾」の人財

育成を展開する。 

【環境】環境にやさしい観光地として世界に認識されているまち 

 本市が「環境にやさしい観光地」として世界に発信するため、2023 年１月に施行した

「プラスチック等資源循環の促進に関する条例」等に基づき、市民・事業者・観光客等が一

体となって、ごみの資源化・減量化をはじめとした資源循環の取組を積極的に推進する。 

また、宮津の宝である天橋立と美しい海を次代につなぐため、カーボンオフセットに関す

る取組、海を活用した賑わい創出や環境学習を展開するとともに、天橋立の世界遺産登録

に向けた取組を強化する。 

さらに、2020 年に行った「ゼロカーボンシティ宣言」の達成に向け、脱炭素行動計画を

策定し、再生可能エネルギーの普及促進、森林等の環境保全などの取組を展開していく。 
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（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

本市が 2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先なゴール、ターゲットを設定するに 

あたり、下記とおり取組内容の整理をした。 
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（経済）豊かな地域資源を活かした 地域経済力が高まるまち 

（総合計画「宮津の宝を育むチャレンジプロジェクト」の推進）           

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 8.2 

8.9 

9.2 

指標：観光交流人口 

現在(2019 年) 

321 万人 

2030 年 

370 万人 

指標：観光消費額 

現在(2019 年) 

109 億円 

2030 年 

135 億円  

指標：創業・第二創業件数 

現在(2019 年) 

10 件/年   

2030 年 

10 件/年  

① 環境意識が高いインバウンド客などの獲得に向け、観光業者による環境率先行動（食

品ロス対策、脱プラスチック行動、ごみの資源化など）を推進し、環境にやさしい観光地

としてのブランド化を進めるとともに、地域の食、自然、歴史・文化などの地域資源を活

かした魅力的な滞在コンテンツの造成・商品化などの観光地域づくりを進める。 

 

② 観光産業と農林水産業や商業、食品製造業等が連携を強化し、地元産品の域内調達

率を向上させ地域経済の循環を促すとともに、観光事業の高付加価値化や観光人材の

育成を進め、観光を核とした地域経済の活性化を進める。 

 

③ 起業や創業、若手人財などによる地域経済の活性化を図るため、昨年整備した関係人

口創出拠点「前尾記念クロスワークセンターMIYAZU（以下「クロスワークセンター」と

いう。）」において、都市部企業と地元企業との異業種交流を図るとともに、起業を希望

する若手人財を育成するため、本市、宮津商工会議所、京都北都信用金庫による「未来

天橋塾」を開催し、地域で活躍する人財・企業の育成を図る。 
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（社会） 関係人口が増え、若者・子育て世帯が 

宮津に住みたい、住み続けたいと思えるまち 

（総合計画「若者が住みたいまちづくりプロジェクト」の推進） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

4.7 

11.3 

17.16 

17.17 

指標：転出超過数の減少 

現在(2019 年) 

61％  

2030 年 

90％  

指標：地域や市内事業者等の課題解決に取り組む市外人材数 

現在(2019 年) 

44 人 

2030 年 

延べ 1,000 人 

指標：人財育成者数 

現在(2019 年) 

0 人 

2030 年 

延べ 500 人 

①  20 代・30 代の若者世代をターゲットに子育て環境整備や教育の充実を図るととも

に、移住・定住の受入れ体制の拡充、移住・定住者向けの住宅整備や市有地の売却によ

る民間活力を活用した住宅整備の促進、移住促進に向けた支援制度の充実、空き家の

改修支援など移住・定住対策を充実強化する。 

 なお、このような事業を継続して展開するため、「子ども若者未来応援基金」を新たに

造成する。 

 

② 京都北都信用金庫と連携した都市部副業人材の招へい・活動支援等をクロスワーク

センターを拠点に展開するとともに、二地域居住の環境整備など、本市のファンづくりを

進めることにより関係人口の創出・拡大を図る。 

 

③ 京都府立大学等と連携して地域でのリカレントやリスキリングなどの学び直しの機会を

創出し、産業や地域を支える人財の育成を図るとともに、人口減少と高齢化により持続

が困難となる自治会等の地域社会の今後のあり方について市民、地域等で議論・検討

を進める。 
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（環境）生活環境と自然環境を守り育てる環境負荷の小さなまち 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 9.4 

11.4 

12.2 

12.３ 

12.5 

13.2 

13.3 

14.1 

14.2 

 

指標：ごみの再資源化率 

現在(2019 年) 

19.4％  

2030 年 

27％  

指標：二酸化炭素排出量（年間） 

現在(2018 年) 

99,400t-CO2  

2030 年 

72,900t-CO2  

指標：世界遺産国内暫定リスト入り 

現在(2019 年) 

―  

2030 年 

リスト入り 

① 2023 年１月に制定した「宮津市プラスチック等資源循環の促進等に関する条例（以下

「プラ条例」という。）」に基づき、市民、事業者のみならず本市を訪れる観光客等とともに

「３Ｒ＋Renewable」の活動を進め、環境先進都市を目指す。 

 

② 2050 年の二酸化炭素排出量実質ゼロの実現に向け、脱炭素行動計画を策定し、再

生可能エネルギーの利用促進を図る。 

また、本市の美しい海を保全するため、海洋プラスチック問題解決に向けた取組を市

内事業者と連携して進めるとともに、天橋立の内海である阿蘇海の環境改善を、隣接す

る与謝野町、京都府、関係機関・団体等と連携しながら進める。 

 

③ 本市の宝である天橋立の世界遺産登録を目指し、普遍的価値の調査研究を進めると

ともに市民や事業所等、地域が一体となって保全・継承する仕組みを構築する。 

また、文化財保全活用計画を 2023 年度中に策定し、本市の歴史・文化資産の 

保全・継承と活用（文化×観光）を図る。
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1.2 自治体 SDGs の推進に資する取組 

（１） 自治体 SDGs の推進に資する取組 

（経済）観光誘客と観光 SDGｓの推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

8.9 

 

指標：観光交流人口 

現在(2019 年) 

321 万人  

2025 年 

350 万人 

指標：外国人観光宿泊客数 

現在(2019 年) 

5.4 万人  

2025 年 

10.0 万人  

指標：観光消費額 

現在(2019 年) 

109 億円  

2025 年 

125 億円  

◆ 大阪・関西万博を見据えたインバウンド等の誘客と観光ＳＤＧｓの推進 

【モデル事業①－１】詳細後掲 

2025 年度に開催される「大阪・関西万博」に向

けて、国内外から訪れる観光客の受入体制を強化

するため、多言語化に対応した観光案内の仕組み

を構築するとともに、「天橋立ライトアップ」や「成相

寺青紅葉ライトアップ」など夜のにぎわいに関する

取組を国内外に向けて発信することにより、地域全

体で観光誘客を実施する気運を醸成し、効果的な

誘客促進を図る。 

◆ 観光と文化のコラボレーションによる観光誘客 

本市が有する豊富な歴史・文化資産を活かした観光誘客を推進するとともに、交流拠点

の整備による文化交流を振興し、地域経済の活性化に資する観光まちづくりを進めるた

め、過去に制作した伝統芸能や歴史・文化資産等を紹介する高画質映像（４Ｋ動画）を活

用し、YouTube や Instagram 向けの投稿動画を作成、インスタグラマーと連携し、国

内外へ情報を発信する。また、市民主体である北前船まちづくり委員会を中心に、セミナー

を開催するなど日本遺産「北前船」に対する市民意識を醸成するとともに、北前船文化を

はじめとした歴史・文化資産を活用し、観光誘客の促進を図る。 

 

 

 

 

天橋立ライトアップ 
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◆ ブルーオアシス（みなとオアシス）エリア拡大による観光産業を核とした 

地域経済の活性化【モデル事業①－２】詳細後掲 

田井宮津ヨットハーバーは、国土交通省の『みな

とオアシスたいみやづ』に登録されている。京都府

内のみなとオアシスと連携し、魅力発信等を強化す

るとともに、宮津湾全体を「人流のみなと」として賑

わう空間の形成に取り組む。 

 

 

◆ 一次産業における体験型観光コンテンツの創出 

本市は国内でも有数の観光地であるが、天橋立依存型の観光形態となっており、多様

化する観光ニーズに対応しきれていないのが現状である。そうした中、「見る観光」に加え

て、「知る・学ぶ観光」「体験する観光」などのコンテンツづくりを進め、魅力ある観光地づく

りを行うとともに、一次産業における副次的な収入源の確保も行う必要がある。 

 地域で営まれている農業や漁業などの生業を体験できるモデルツアーを実施した上で、

生産者が体験の受入れに慣れながら、ツアー募集、手続き、接客サービスなどのノウハウ

を習得するとともに、課題の洗い出しやブラッシュアップなどを行い、恒常的または定期的

な観光プログラムを提供。これら一連の流れを伴走支援し、地域が主体的にツアーの企画

から実施までの全般を担える体制を構築する。 

 また、観光交流にとどまらず、参加者が地域や人に触れることで地域や生業などとのつな

がりを深め、二地域居住や移住・定住にもつなげることを目指す。 

◆ 観光ガイドの育成及び行動基準の策定 

天橋立を持続可能な観光地にしていく上で課題となっているのが、観光ガイドの高齢化

であり、現在の観光ガイドはボランティアである。 

持続可能なツアーガイドを提供するためには、生業として稼げる観光ガイドの育成を図

る必要があることから、行動基準を明確化するとともに、本市の歴史・文化及びまち歩きに

関する研修の実施、観光ガイド団体の支援などを通じて、稼げる観光ガイドを育成する。 

◆ 一次産品の域内調達率を高める美食のまちづくり 

      【モデル事業①－３】詳細後掲 

宮津市観光戦略に基づき、「食の質向上と高付加価値

化による飲食率･宿泊率の向上」を図るとともに、食の魅

力を観光業のみならず農林水産業、製造業等の幅広い

分野を支える大きな産業につなげていく取組を進める。 

 

 

 

美食のまちづくり 

（ジビエを活用したパイ包み焼き） 

田井宮津ヨットハーバー 
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（経済）一次産業の振興と連携した地域経済の発展 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 8.1 

8.2 

8.6 

指標：市内総生産 

現在(2019 年) 

655.86 億円  

2025 年 

 720 億円  

指標：新規就業者数 

現在(2019 年) 

2 件/年  

2025 年 

 3 人/年 

(2019 年を起点として累計 18 人) 

◆ 域内調達率向上に向けた商品づくり 

 農林水産業や商業、食品製造業等と観光産業の連携を強化し、地域内の調達率を向上

させ地域の経済循環を促す。特に、農林水産業では、６次産業化や農水商工観連携の推

進により、加工品の開発や宮津ならではの商品づくりを進める。 

 また、観光産業の域内調達率の向上に重要な役割を担う卸売・小売事業者の取扱量は

この 20 年で 70%以上減少しており、地域商社の役割を担う事業者の育成を進める。 

◆ みどりの食料システム戦略推進による一次産業の魅力創造 

一次産業の担い手不足が深刻化する中、有機農業など環境にやさしい生産を推進し、

一次産品の高付加価値化による経営の安定化を目指すとともに、スマート技術を用いた

設備・機器を導入することにより労働環境の改善を図り、一次産業を魅力ある生業として

新規就業を促す。 

環境にやさしい生産を推進するにあたっては、生産に係る知識や技術、認証制度、生産

物の販売ルートの確保などを研究する組織体制を構築し、実践へ向けた取組を進めるとと

もに、生産過程で必要となる資材の調達や設備・機器の導入、認証取得などを支援する。 

また、「美食のまちづくり」の取組とも連動し、市内食材の積極的な活用を図りながら、

「食」による魅力あるまちづくりにつなげる。 

◆ 農業・漁業新規就業者の確保 

市内全域において人口減少が著しく、限界集落となりつつある地域が増えており、移

住・定住施策とともに、新規就業者の確保が必要である。 

そうした中、地域における移住者の受入体制を構築し、地域の概要や移住環境などの情

報を移住希望者へ発信し、移住者の受入環境を整える。 

地域の魅力をはじめ、農業や漁業、ものづくりを生業とするための条件など、移住希望

者への情報提供を行うとともに、農業体験プログラムなど、お試し体験ができるツアーを実

施し、就業や移住に対するイメージがつかめる取組も進める。 
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（経済）起業・創業による地域経済の活性化 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 9.2 指標：創業・第二創業者数 

現在(2019 年) 

10 件/年 

2025 年 

10 件/年 

◆ 起業を志す人財を育成する未来天橋塾 

総合計画に掲げる「宮津の宝を育むチャレンジプロジ

ェクト」の一環として、宮津商工会議所、京都北都信用金

庫、外部専門人材等と連携を図りながら、構想力と価値

創出力をもって次代を切り拓く人財を育成するため、個

人の意識変容、チャレンジ精神の醸成、仲間とともに先端

知識を学び、共創していく「未来天橋塾」を展開してお

り、今後は、塾生間や若手経営者との事業連携等も推進

する。 

 

◆ 創業者への支援 

地域経済の活性化を図るため、創業及び第二創業や新しいものづくりなど、新しいビジ

ネスを創出する事業者や起業を志す人財に対し、事業実施に要する経費を支援する。ま

た、宮津商工会議所、京都北都信用金庫等と連携した新規創業者支援、事業承継に対す

る伴走支援を行う。 

 

（社会）総合的な移住・定住対策と関係人口の拡大 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

11.3 

17.1 

17.16 

17.17 

指標：転出超過数の減少 

現在(2019 年) 

△63 人/年  

2025 年 

0 人/年  

指標：地域や市内事業者等の課題解決に取り組む市外人材数 

現在(2019 年) 

44 人  

2025 年 

延べ 300 人   

指標：ふるさと納税額 

現在(2019 年) 

8,500 万円  

2025 年 

10 億円   

 

 

未来天橋塾 



16 
 

◆ 若者をターゲットにした総合的な移住・定住対策 

若者や移住希望者の様々なニーズに対応するため相談体制や支援策を充実強化する

とともに、若者や移住者が地域社会の担い手として活躍できる環境にするため、受入れ気

運の醸成、地域と一体となった移住・定住支援を展開する。 

◆ 京都府移住特区の全市域指定及び移住コンシェルジュの配置 

【モデル事業２‐①】詳細後掲 

 クロスワークセンターを運営する株式会社 Founding Base と連携し、地域の生活情

報、就業・就農情報、子育て、ワーキングスペースなどの移住希望者が求める暮らしの情報

を収集・提供するコンシェルジュを配置。移住希望者に寄り添ったコンシェルジュサービス

に取り組む。 

◆ 都市部人材の活用による地域課題解決への取組【モデル事業②－２】詳細後掲  

宮津商工会議所、京都北都信用金庫と連携し、「MIYAZU 未来デザインセンタービジ

ネス・ラボ（以下「未来デザインセンター」という。）」をクロスワークセンター内に開設、都市

部企業・人材を副業や研修として受け入れ、地元企業との連携・交流事業等により経営力

や人財力を高める事業を展開する。 

◆ ふるさと住民制度の創設 

本市に本籍地を有する市外在住者など、市域外に在住の宮津と関わりを持つ人たち、

持ちたい人たちが、ＳＮＳなどを通じて、気軽に宮津に関わることのできる仕組み・制度を

創設し、宮津への愛着を深め宮津のファンになってもらうとともに、「第二のふるさと」とし

て愛するまちへの想いやその人が持っている知恵などを本市のまちづくりに活かす。 

 

（社会）次代を担う地域人財の育成と地域力の向上 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 4.7 指標：人財育成者数 

現在(2019 年) 

0 人(基準年) 

2025 年 

10 年間で延べ 500 人 

 

前尾記念クロスワークセンターMIYAZU（外観） 前尾記念クロスワークセンターMIYAZU（内観） 
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◆ みやづ共創カレッジによる人財育成 

クロスワークセンターを中心拠点として、京都府や教育機関と連携しながら、地域の次

代を担う若者に宮津の魅力などの学びの機会を創出する。 

宮津の地で新たなチャレンジをし、小さな成功体験の積み重ねを行うことで、自らの想い

が実現できる共創のまちづくりを進める。 

また、社会人の学び直し（リカレント・リスキリング）の機会を創出し、地域人財のスキル

アップと地域力の向上を図る。 

 

（社会）子育て環境整備とシビックプライドの醸成 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 11.3 指標：住み続けたい人の割合 

現在(2019 年) 

61％  

2025 年 

80％ 

◆ シビックプライドを醸成するための小中高での「ふるさとみやづ学」の推進 

本市独自の小中一貫教育のカリキュラムとして進める「ふ

るさとみやづ学」は、幼稚園から中学３年生までの体系的な

学びであり、豊かな自然や食文化、伝統産業、歴史・文化資

産などについて、様々な体験的学びを通して、自分の生まれ

育ったまちを深く理解し、故郷に誇りと愛着を持った子ども

を育てる。市内高等学校とも連携・協働し、ふるさと宮津への

理解や愛着を醸成する。この取組は大人へも展開していく。 

◆ 子育て世帯への経済支援の充実 

 若者や子育て世帯を本市に呼び込むべく、経済支援の充実に取り組む。 

現在、保育所や子ども園に在園する０歳児から２歳児までの多子世帯の保育料を２人目

は半額、３人目以降は無料としている一方で、高校生等を抱える子育て世帯への経済支

援が十分とは言えない状況である。 

このため、義務教育を修了し、進学や就職等、新たなステージでの生活を支援するた

め、中学校卒業生の保護者を対象に応援金を支給するなど、若者や子育て世帯の定住を

促進する。 

また、市内すべての就学前施設において、入所児童が使用する紙おむつを無償で提供

する保育サービスに取り組む。 

 

 

 

 

高校連携事業 
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（環境）市民･事業者･観光客等と進めるプラスチック等資源循環の促進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

8.4 

12.2 

12.3 

12.5 

指標：ごみの再資源化率 

現在(2020 年) 

19.4％  

2025 年 

25.0％ 

指標：１人あたりのごみの排出量 

現在(2019 年) 

972g 

2025 年 

915g  

◆ ごみの資源化促進に向けた拠点づくり【モデル事業③－１】詳細後掲 

 脱炭素社会、循環型社会及び自然共生社会の構築には、廃棄物の資源化をはじめとす

る資源循環の促進が重要であることから、小中学校や公共施設に資源ごみ収集拠点を設

置し、市民のごみ分別意識の向上を図る。 

◆ 観光地でのごみ分別の徹底【モデル事業③－１】詳細後掲 

プラ条例の取組の一つとして、京都丹後鉄道天橋立駅など集客の多い施設に、ＩｏＴごみ

箱を設置し、ごみの細分化を進めることにより、観光客等のごみの資源化に対する意識の

醸成を図る。 

この取組を契機に、観光客等によるごみの分別が推進するよう、旅館やホテルなど観光

関連事業者にも水平展開をしていく。 

◆ 就学前施設や学校等での環境教育の推進 

 21 世紀を担う子どもたちへの環境教育は極めて重要な意義を有しており、子どもを通し

て両親、祖父母などへの波及効果も期待できる。 

就学前施設や学校を対象に国や府の環境教育の取組の活用、西日本電信電話株式会

社や株式会社ＪＥＰＬＡＮ等と連携し、給食ごみの減量化や子どもたちによる「おもちゃから

始まる森里川海の資源循環プロジェクト」などの環境教育を展開する。 

［おもちゃから始まる森里川海の資源循環プロジェクト］ 

 国産の食品（廃材）や植物などを主原料とした粘土を使用し、子どもたちが資源循環を学

ぶ取組を進める。子どもたちが遊んだ後の粘土を回収して一次生産者に提供。一次生産

者で活用されている様子を見学し、実際に活用された一次産品を子どもたちに提供する。

そんな体験を通して資源循環を学び、「地域を自分の手で守る」意識を多くの子どもたち

が持つことにつなげる。 
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（環境）美しい自然環境を守る取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 7.2 

7.3 

7.a 

9.4 

13.2 

13.3 

14.1 

14.2 

指標：二酸化炭素排出量（年間） 

現在(2018 年) 

99,400t-CO2  

2025 年 

95,000t-CO2 

指標：市域における再生可能エネルギーの自給率 

現在(2019 年) 

２％  

2025 年 

５％ 

指標：海の水質(COD)環境基準達成箇所 

（溝尻地先、江尻地先、島崎地先、栗田湾沖 ４箇所中） 

現在(2018 年) 

２箇所 

2025 年 

３箇所 

◆ 再生可能エネルギー関連の企業誘致 

再生可能エネルギーの自給率向上に向け、地域の特性を踏まえた再生可能エネルギー

種を対象とした利用可能なエネルギー量や電力系統、法規制等の調査を行っている。これ

らの調査を基に適地選定の検討を行うとともに、事業展開を検討する企業と発電施設誘

致に向けた調整を行う。また、新たな企業の誘致も積極的に行う。 

◆ 公共施設の屋根・屋上への再生可能エネルギーの導入 

教育施設や駅舎、地区公民館など、利用者が多く、エネルギー消費の削減効果や再生

可能エネルギーの活用による理解促進が大きいと見込まれる施設を中心に導入の検討を

進める。 

◆ 耕作放棄地等を活用した再生可能エネルギーの導入 

農業の担い手不足により、耕作放棄地が直近 10 年間で３倍に拡大している。これらの

農地を有効活用するため、千葉エコ・エネルギー株式会社、京セラ株式会社、株式会社マ

イファーム、京都府と連携し、営農型太陽光発電設備の導入に向けて調査を行い、遊休農

地の発生防止・解消を図る手法の一つとして取り組む。 

◆ 地域・地元企業と連携した海岸清掃活動【モデル事業③－１】詳細後掲 

海洋プラスチック問題は、世界的な課題であるが、本市の海洋環境にも深刻な影響を及

ぼしている。 

天橋立では、年２回大規模な一斉清掃を実施しており、この取組を市内の他の海岸（地

域）に水平展開するため、賛同する事業所・団体を募集し、連携した清掃活動を展開する。 

◆ カーボンオフセットの調査研究 

オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社と連携し、森林や海を活用したカーボン

オフセットの調査研究を進める。 
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（環境）天橋立の世界遺産登録に向けた取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 11.4 指標：世界遺産国内暫定リスト入り 

現在(2019 年) 

          ― 

2025 年 

リスト入り  

◆ 天橋立の世界遺産登録推進活動【モデル事業③－２】詳細後掲 

天橋立の優れた自然・人文的環境を後世に伝えていく

ため、世界遺産登録を目標とした環境保全活動や歴史・

文化の継承等の取組を実施。世界遺産登録に向けた第一

関門として、2025 年度までの「世界遺産国内暫定リスト」

入りを目指す。 

◆ 歴史・文化資産の保護・活用事業【モデル事業③－２】詳細後掲 

天橋立の持つ顕著な普遍的価値や魅力を国内外に広く発信するとともに、天橋立の保

全継承の仕組みを市民とともに議論・検討を進めるなど、文化庁の京都移転を契機に世界

遺産の登録に向けた活動を強化していく。 

また、このような取組により、市民が天橋立の持つ価値や魅力を再認識し、保全意識の

高揚、ふるさと宮津を愛する心のかん養を図る。 
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（２）情報発信 

（域内向け） 

①ＳＤＧｓセミナーや会員交流会の開催 

事業所、市民等に向けたＳＤＧｓの普及・啓発の場とするとともに、ＳＤＧｓの貢献につな

がる活動への契機とする。会員交流会において、会員間のつながりを創出し、取組発表の

場として活用することにより、意識醸成を図る。 

②宮津天橋高校との連携による情報発信 

宮津天橋高等学校との連携事業として、高校生発案による Instagram フォトコンテス

トを実施し、情報発信している。 

同校では、地域課題に対する解決策を考える授業も展開しており、市広報誌や市ホー

ムページ等で紹介し、情報発信につなげる。 

③教育現場での環境等ＳＤＧｓ学習 

小中学校に、ＳＤＧｓの取組を実施している企業（株式会社ＪＥＰＬＡＮ、リコージャパン株

式会社等）から講師を招き、児童生徒へのＳＤＧｓの授業を実施するなど、教育現場でのＳ

ＤＧｓの取組・啓発を実施する。児童生徒から家庭へ波及することで市民全体への広がり

が期待される。 

④市職員向けＳＤＧｓセミナーの開催 

包括連携協定を締結しているリコージャパン株式会社等から講師を招きセミナーを開

催、ＳＤＧｓのゴールやターゲットについて理解するとともに、全国の取組事例を参考にしな

がら、本市の事業がＳＤＧｓのゴール、ターゲットに結びついていることを認識する。 

⑤独自のＳＤＧｓロゴデザインの制作 

本市独自のＳＤＧｓロゴデザインを公募すると

ともに、住民参加による投票で決定することによ

り愛着心を醸成、関心の高まりが期待できる。 

⑥市広報誌へのコラム掲載 

現在、ＳＤＧｓの 17 の目標について解説する

コラムを連載し、末尾には、“私にできるＳＤＧｓ”

として、１人ひとりができることを紹介している。

17 目標の連載終了後、冊子にまとめ啓発資材と

して活用する。 

また、市内事業所等の取組も市広報誌へ掲載する。 

⑦市庁舎内の階段を活用したＳＤＧｓ理解促進 

市庁舎階段を活用して、ＳＤＧｓ17 の目標シートを貼付。 

市職員、来庁者に対し、ＳＤＧｓの理解促進を図る。 
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（域外向け（国内）） 

①みやづＳＤＧｓプラットフォームによる情報発信 

ＳＤＧｓの取組を推進しようとする企業・団体等のつながりの場として、2021 年度に設

置。2023 年度に制作予定のポータルサイトで、プラットフォームや会員企業等の取組を

発信する。 

②地域の宝「天橋立」に関する取組による情報発信 

「天橋立を守る会」を中心に年２回実施する「天橋立一斉清掃」は、市内外から毎回約

1,500 人の参加を得て実施。天橋立の保全・継承の取組として、各種メディアで取り上げ

られている。今後も継続実施し、全国に「環境にやさしい観光都市」を発信する。 

③日本三景観光連絡協議会による情報発信 

 日本三景を有する３都市が連携・協力し、日本三景の観光スポットを国内外に広く宣伝・

紹介している。協議会ホームページにおいて情報発信を行う。 

 

（海外向け） 

①日本「持続可能な観光」地域協議会による情報発信 

 構成自治体間で情報交換・共有を行うとともに、協議会ホームページにおいて情

報発信を行う。 

②世界で最も美しい湾クラブによる情報発信 

 同クラブの活動により、美しい湾の魅力を世界に向けて発信している。特に、モン・サン＝

ミシェル湾（フランス）とは姉妹湾として提携しており、積極的に情報発信している。 

③姉妹・友好都市による情報発信 

 姉妹・友好都市盟約を締結している都市と長年にわたり様々な分野において交流してお

り、ＳＤＧｓ推進に関する情報発信も行っていく。 

（３）全体計画の普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

若者流出による人口減少や少子高齢化、それに伴う地域経済の疲弊は、全国地方都市

の共通の課題である。 

本市の人口減少は今後も進むと見込まれ、地域経済を活性化させるには、地域の強み

である観光産業を底上げし、観光消費額を伸ばすことが必要である。 

世界から選ばれるための環境意識が高いＳＤＧｓな観光地づくりを進め、観光産業を核

とした地域経済の振興を図るとともに、子育て環境の充実や移住・定住対策による若者に

選ばれるまちづくりを推進。全国の市町村初の制定となる「プラスチック等資源循環の促進

等に関する条例」に基づき、市民、事業者、観光客等と連携協力して環境活動などを行うこ

とで、持続可能なまちづくりにつなげる。 

本市のこの取組は、同様の強みを持ちつつ、同様の課題を抱える他地域への普及展開

性が高いと考える。 
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1.3 推進体制 

（１） 各種計画への反映 

１.第７次宮津市総合計画 

本市では、今後のまちづくりの指針となる最上位計画「第７次宮津市総合計画」を策定

し、市政を総合的かつ計画的に推進している。 

 本計画は、ＳＤＧｓと同様に 2030 年度を目標年次とし、将来像「共に創る みんなが活

躍する 豊かなまち“みやづ”」の実現を目指すため、２つの重点プロジェクトと５つのテーマ

別戦略を設定し、具体の施策を体系的に設定している。 

「将来像実現に向けた５つの視点」の１つに「ＳＤＧｓ」を挙げ、各種施策の推進がＳＤＧｓ

の達成に資することを意識して取り組むとともに、市民の生活行動や事業者の事業活動の

変容を促進するため、ＳＤＧｓの啓発に取り組むこととしている。 

 

 

 

 

 

 

２.第２期宮津市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

2021 年度から 2025 年度までを計画期間とする「第２期宮津市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定し、人口減少対策に取り組んでいる。 

本計画は、人口減少を抑制するとともに、人口減少がもたらす諸問題を克服し、10 年

後も活力ある宮津市を実現するため、５つの基本目標を掲げており、その基本目標を達成

するための施策体系を構築している。 

第７次宮津市総合計画の将来構想における「将来像の実現に向けた５つの視点」も踏ま

えて施策を展開することとしており、その中でＳＤＧｓとの関連を示している。 

３. 宮津市環境基本計画 

 2021 年度から 2030 年までを計画期間とする「宮津市環境基本計画」を策定し、環境

問題に総合的に取り組んでいる。 

本計画は、将来像を「人と地球の環境を守り育てるまち」とし、脱炭素社会の構築、自然

環境の保全、ごみの減量・資源化、生活環境の保全を柱として、環境行政の基本的な指針

とするとともに、市民・事業者・行政が協働して環境保全に取り組むための行動指針として

いる。ＳＤＧｓの考え方を取り入れ、環境問題の解決は、社会・経済課題の解決にもつなが

ることを視野に入れており、施策の展開においては、各取組とＳＤＧｓとの関連を示してい

る。 
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４．宮津市観光戦略 

 「宮津市観光戦略」を策定し、持続可能な観光地域づくりに向け、観光事業者や地域が

一丸となって取組を進めることとしている。 

 行政、事業者、市民それぞれの役割分担を明確化するとともに、立寄り客数の底上げ、

観光消費単価・訪問客の満足度の向上、世界から選ばれるＳＤＧｓな観光地域の実現を目

指すものである。 

５．その他の計画 

 第７次宮津市総合計画の基本計画において、各施策分野にＳＤＧｓとの関連を示してい

ることから、各種計画においてもＳＤＧｓのゴールやターゲットを意識して事業に取り組むこ

ととしている。 

 

（２）行政体内部の執行体制 

【宮津市ＳＤＧｓ推進本部】 

ＳＤＧｓを推進するための組織体制として、2021 年５月に「宮津市ＳＤＧｓ推進本部」を

設置した。市長を本部長とし、副市長・教育長を副本部長とするほか、全部長で構成し、Ｓ

ＤＧｓの推進に係る調整・協議を行う。 

 毎年、ＫＰＩの指標や統計データなど客観的な情報により進捗状況を把握し、ＰＤＣＡサイ

クルによる計画管理を行う。 
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（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

◆宮津商工会議所 

「未来天橋塾」「未来デザインセンター」に参画し、事業を推進している。そのほか、様々

な事業において連携し、地域経済の活性化につながる取組を推進している。 

◆京都北都信用金庫 

 2022 年度から、市内の若手事業者が、市外の起業家から経験やノウハウを学び、チェ

レンジ精神の醸成と共創環境の構築を図るため開催する「未来天橋塾」を宮津商工会議

所、本市とともに事業実施している。未来デザインセンターにも参画している。 

◆宮津天橋立観光旅館協同組合 

 2023 年１月に制定した「宮津市プラスチック等資源循環の促進に関する条例」では、プ

ラスチックごみへの対応を観光客等へも努力義務として規定している。 

将来へ良好な環境を引き継ぐために今後推進する事業について連携し取り組む。 

◆天橋立を守る会 

 天橋立の環境を保全し、適正な利用を図るために活動している。天橋立を中心とした美

しい環境を子どもたちの世代へ確実に継承するため、時代にあった管理、利用の方途を行

政や関係団体と研究し実践している。 

2023 年７月に、阿蘇海の環境保全意識の醸成を目的に同会が中心となり、産官学民

の連携で「阿蘇海フェスタ」を開催する予定である。 

◆天橋立を世界遺産にする会 

地域の宝である天橋立を中心とする地域の環境の保全継承や、地域社会の発展などに

寄与するため、天橋立の世界遺産への登録を目指して、宮津市・伊根町・与謝野町の事業

者や住民団体等により設立された。 

 行政と連携協力し、講演会の開催や情報発信など天橋立の保全や世界遺産登録に向け

た地域の気運醸成活動を行っている。 

◆一般社団法人 京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都ＤＭＯ） 

 2016 年６月、海の京都観光圏を構成する京都府北部７市町の連携とネットワークの強

化を図り、観光地経営の視点で観光地域づくりをマネジメントするため、各観光協会が経

営統合・参加することにより設立された組織であり、管内各市町の観光協会の統合・参加

によるＤＭＯは全国初である。 

 地域づくりや人財育成、着地型・体験型旅行商品の企画・開発、地域資源の発掘・開発、

観光事業者のおもてなし向上等受入環境整備を行っている。 

◆MIYAZU 未来デザインセンタービジネス・ラボ 

 2021 年１月、本市、宮津商工会議所、京都北都信用金庫が連携し設立した組織であり、

同センター初のプログラムとして、観光・関係人口・業務改善（ＤＸ）の分野で本市の課題解

決に携わる「未来プロデュース人材（未来戦略マネージャー）」と地元企業の課題解決をサ
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ポートする「副業ソリューション人材」の募集を行った。未来戦略マネージャーは７名、副業

ソリューション人材は、地元企業３社に対して５名を採用し、2021 年６月から副業・兼業を

スタートしている。 

◆株式会社 Founding Base 

 2022 年４月、包括連携協定締結。サテライトオフィス（クロスワークセンター）の運営・ワ

ーケーション推進による関係人口の創出、移住・定住の促進、地域の魅力発信等のシティ

プロモーションなど、地域社会の課題解決等まちづくりの推進に向けて連携した取組を行

っている。今後、総合的な移住相談や移住前後のフォロー等を実施するコンシェルジュサ

ービスで連携する。 

◆サラヤ株式会社、ＮＰＯ法人ゼリ・ジャパン 

 本市で、ハム等の食品製造会社である丹後フーズ株式会社を設立し、特産品を販売す

る「みやづグルメ館」を開業。今後、オーベルジュの建設も予定するなど地域経済の活性化

に寄与している。サラヤ株式会社は、環境保護に積極的であり、本市では同社と連携し特

に海洋プラスチックの解決に取り組んでいく。 

◆株式会社ＪＥＰＬＡＮ 

 2023 年３月、包括連携協定締結。幅広い世代を対象とし、学校教育、社会教育その他

あらゆる機会を通じて、地球温暖化防止等のための環境教育及び環境学習の推進に努め

ていく。 

◆ペットリファインテクノロジー株式会社 

 2022 年８月、包括連携協定締結。使用済ペットボトルのケミカル手法による水平リサイ

クルを行い、持続可能な循環型社会のまちづくりの推進を行っている。 

◆株式会社リコー、リコージャパン株式会社 

 2017 年９月、包括連携協定締結。2022 年 11 月に市民･企業、市職員を対象とするＳ

ＤＧｓセミナーを開催した。今後も連携して普及促進を行う。 

◆オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社 

◆オムロン フィールドエンジニアリング株式会社 

 2017 年９月、包括連携協定締結。再生可能エネルギーの普及拡大及び利活用、交通・

観光分野において、それぞれの資源や機能などの活用を図りながら、連携した取組を推進

している。2023 年１月、当市のスキー場跡地の遊休地に太陽光発電所を新設、約 100

㎞離れたオムロン事業所への自己託送による送電を開始した。 

 今後、カーボンオフセットに関する取組において、連携して調査研究を進める。 

◆サンコール株式会社 

 2018 年６月、包括連携協定締結。本市の放置竹林を原材料として、竹炭に変え、消臭

剤の用途に転換するなど、里山の環境保護に寄与している。 

 

 



27 
 

◆千葉エコ・エネルギー株式会社、京セラ株式会社、株式会社マイファーム 

 2022 年度にみどりの食料システム戦略推進交付金を活用し、遊休農地の発生防止・解

消を図る営農型太陽光発電設備の導入可能性調査を実施した。引き続き、市内での導入

に向けた検討を行う。 

◆西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本） 

 2022 年度にハーベスト株式会社（給食センター方式委託業者）に生ごみ発酵分解装置

を設置し、食品残渣の減量化、運用課題の検証を行った。引き続き、別方式の装置導入時

のごみ減量化効果や事業者側の費用対効果などの効果検証を行う。 

◆第一生命保険株式会社 

 2021 年 12 月、包括連携協定締結。今後、連携してＳＤＧｓ川柳などの取組を行い、Ｓ

ＤＧｓに関する意識啓発を行う予定である。 

◆京都府立大学 

 2006 年 12 月、包括連携協定締結。2022 年５月、クロスワークセンターにサテライトオ

フィスを構え、地域貢献型特別研究で各種調査研究を行っている。市内の３高校との高大

連携事業や市民を対象にした「学び直し」などの事業を今後展開する。 

◆学校法人大和学園 

 2013 年９月、包括連携協定締結。観光、料理、食育等の分野で連携することにより、観

光振興や人材の育成において連携した取組を推進している。料理メニュー・特産品開発ア

ドバイザー事業を実施するとともに、食（食材・料理）の質向上と高付加価値化による飲食

率・宿泊率の向上を図り、食を目的に訪れる「美食のまちづくり」に向けた取組を推進して

いる。2022 年５月、クロスワークセンターにサテライトオフィスを構え、「美食のまちづくり

事業」をさらに深化させている。 

◆福知山公立大学 

 2019 年１月、包括連携協定締結。地域の人財育成・定着、地域の振興・情報化、地域経

済の発展、観光振興、保健医療福祉向上などにおいて連携した取組を推進している。宮津

の未来を考え行動につなげる「宮津わかもの会議」の開催や、上宮津地域ビジョン策定の

ための、現地調査による地域資源の掘り起こしや観光体験プログラムの提案などを実施し

ている。 

◆京都大学 

 大学・地域連携プロジェクトとして、地域資源の活用と発信に向けた協働事業や世代間

交流促進を通じた日置コミュニティ活性化事業などを実施している。 

◆京都産業大学 

 2014 年３月、包括連携協定締結。府中地域の観光まちづくりデザイン（地域資源の掘り

起こしと観光体験プログラムの提案）を実施している。 

◆府立宮津天橋高等学校・海洋高等学校、私立京都暁星高等学校 

若者が地元の魅力を再発見し、地元に愛着や誇りを持ち、将来帰ってきたいと思っても
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らうことを目的に、「2030 年に残しておきたいもの」などのテーマで Instagram フォトコ

ンテストを実施している。2022 年からは、本市と宮津天橋高校フィールド探求部のコラボ

企画として、市広報誌の１コーナーを担当し、丹後の魅力を探し伝える記事を高校生が作

成し、連載している。 

 また、京都府北部７市町の連携事業である「高校生“みらい”会議」、クロスワークセンタ

ー交流イベントでの地域のまちづくりに関する探求など活動発表や、施設入居企業、地域

の若者（未来天橋塾生）とのワークショップ、キャリア人材育成カリキュラムでの探究活動な

ど、産学官連携を行っている。 

 

２．国内の自治体 

◆京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会 

2016 年から京都府北部７市町において広域連携事業を実施している。 

産業部会、観光・交通部会、教育部会、移住・定住部会、環境・防災部会、行政運営部会

を設置し、様々な連携事業を推進している。 

◆日本「持続可能な観光」地域協議会 

 北海道ニセコ町・弟子屈町、岩手県釜石市、長野県小布施町、徳島県三好市、熊本県小

国町、鹿児島県与論町、本市で構成する。ＧＳＴＣ認証プログラムを進めるなど、世界から

選ばれる観光地の実現に向けた人材育成や共通課題に取り組んでいる。 

◆日本三景観光連絡協議会 

日本三景を国内外に広く宣伝・紹介し、日本三景に関する観光の認識を高めることを目

的としており、日本三景インバウンド調査事業、イベント交流ＰＲ事業などを実施している。 

 

３．海外の主体 

◆姉妹・友好都市ほか交流都市 

ニュージーランド・ネルソン市、アメリカ合衆国・デルレイビーチ市 

中華人民共和国・秦皇島市 

 姉妹・友好都市盟約締結から長年にわたり、文化、教育、産業、環境、スポーツなど様々

な分野において、行政、企業、団体、学生をはじめとする多様な主体が国際交流を行って

いる。近年はコロナ禍で訪問が難しい中、高校生のオンライン交流を実施するなど、若者

同士の交流を活性化させている。今後も本市の各種民間団体と連携しながら、国際的な

パートナーシップを構築・強化していく。 

 

◆ 世界で最も美しい湾クラブ 

湾を活用した観光振興と資源の保全を目的に 1997 年に設立された非政府組織であ

る。モン・サン＝ミシェル湾（フランス）やハロン湾（ベトナム）など、45 湾が加盟しており、国

内では、５湾（松島湾、富山湾、京都宮津・伊根湾、駿河湾、九十九島湾）が加盟している。 
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本市は「京都宮津・伊根湾」として 2016 年から加盟し、各湾と連携し、保護活動ととも

に、国内外に広く魅力を発信する活動を行っている。 

2018 年には、フランスの世界遺産「モン・サン＝ミシェルとその湾」を有するモン・サン＝

ミシェル湾クラブと観光協力及び交流に関する協定を締結。「海渡る参道」の共通点を生

かした相互のＰＲやツアー誘致などに取り組んでいる。 

（４）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等 

１．みやづＳＤＧｓプラットフォームの充実【モデル事業】詳細後掲 

 2021 年度に設置したプラットフォームを、ＳＤＧｓの取組を推進しようとする企業・団体

等のつながりの場として再編。行政や企業・団体等が持つ強みを見える化し、共創による

取組を進めることで、新たな事業や雇用を創出し、地域経済の活性化や地域課題の解決

につなげていく。 

２．「ＳＤＧｓ宣言」制度の導入 

 市内の企業等が、ＳＤＧｓの推進にあたり実施している、また実施予定の取組を登録する

「ＳＤＧｓ宣言制度」を導入し、市のホームページ、広報誌等での幅広い発信や宣言書の交

付により、市内の企業、団体等のＳＤＧｓに関する関心を高め、ＳＤＧｓ推進への取組を促

す。また、金融機関にＳＤＧｓに取り組む企業等への融資制度の優遇等の協力検討を進

め、ＳＤＧｓに資する取組を促進し、資金の還流を生み出すことにより、自律的好循環を構

築する。 

３．企業版ふるさと納税の活用 

 本市の実施する事業に、企業版ふるさと納税で寄付を募り財源確保を図るとともに、寄

付を行う企業等も、市の事業に貢献するとともにＳＤＧｓ推進にも貢献することになるメリッ

トを発信することにより、市外企業の本市ＳＤＧｓ推進活動への参画を促す。 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

 豊穣の地”みやづ” ｢日本三景天橋立｣と共に生きる、未来を拓く プロジェクト 

 

（課題・目標設定） 

《経済》  

 観光産業の活性化と地域内の経済循環 

ゴール７、ターゲット 7.2、７．３、7.a 

ゴール８、ターゲット８．９ 

《社会》 

 移住･定住環境の整備と人財の育成 

ゴール 11、ターゲット１１．３ 

ゴール 17、ターゲット１７．１６、１７．１７ 

《環境》 

 循環型社会への転換と豊かな自然環境や歴史・景観の保全・継承 

ゴール１１、ターゲット１１．４ 

ゴール１２、ターゲット 12.2、１２．３、１２．５ 

ゴール１３、ターゲット 13.3 

ゴール１４、ターゲット１４．１、１４．２ 

 

（取組概要） 

 ｢奇跡の絶景“日本三景天橋立”｣「ふるさと“みやづ”」が誇る美しい自然環境と豊かな歴

史・文化を守り活かしていくため、SDGｓな観光地づくりや観光を核とした産業の活性化、

若者の移住・定住の促進や関係人口の拡大、資源循環の促進による環境のまちづくりによ

り未来を拓いていく。 

（全体計画への効果） 

観光産業を核に地域経済を活性化させ、域外（市外）から稼いだ資金を域内（市内）経

済に再投資し、地域経済の好循環を生み出すことで、①人口減少・高齢化→②地域経済

縮小・雇用の減少→③若年層の都市部流出→①人口減少…のマイナススパイラルから脱

却し、経済、社会、環境の三側面の好循環を起こす。 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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（２）三側面の取組 

① 経済面の取組  観光産業の活性化と地域内の経済循環 

≪課題≫人口減少、産業の停滞による地域経済の低迷 

天橋立に代表される豊かな自然環境や歴史･文化と地域経済を守るため、宮津の新た

な魅力を創出し、観光産業の活性化と経済の域内循環を推進する。 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

8.9 指標：外国人観光宿泊客数 

現在(2019 年) 

5.4 万人  

2025 年 

10.0 万人  

指標：観光消費額 

現在(2019 年) 

109 億円  

2025 年 

125 億円  

①－１ 大阪･関西万博を見据えたインバウンド等の誘客と観光 SDGs の推進 

【統合的取組１】 詳細後掲 

顧客満足度の向上、観光消費額の拡大に向けた観光地域づくりを進めるため、観光事

業者と連携した観光地の高付加価値化やインバウンドの受入環境の整備を行う。 

また、ＧＳＴＣの認証を目指し、ＪＳＴＳ－Ｄ（日本版持続可能な観光ガイドライン）に基づく

「持続可能な観光に向けた取組」を促進することで、観光地としての価値を高める。 

 

①－２ ブルーオアシス（みなとオアシス）エリア拡大による観光産業を 

核とした地域経済の活性化【統合的取組２】 詳細後掲 

美しい宮津湾とその湾岸域の魅力をさらに活用するため、「宮津湾まるごとみなとオアシ

ス」などによる賑わいづくりを創出する。 

 

①－３ 一次産品の域内調達率を高める美食のまちづくり  

現在、調理師専門学校大和学園と連携し、「美食のまちづくり」に向け、看板メニューの

開発、普及･啓発を進め、本市の観光における食の魅力の向上を進めている。さらに地域

経済の活性化を図るためには、一次産品等の域内調達率を高め、域内経済の好循環を生

み出す必要がある。 

市内のホテル・旅館や飲食店等への流通体制を強化するため、地域商社を設立し、地産

地消の取組を促進する。 

 

①－４ 再生可能エネルギーを活用したエコ観光地づくり 

サスティナブルツーリズム推進のための受入環境の整備として、市街地及び天橋立の北

側にあたる府中地区において、再エネを活用したグリーンスローモビリティなどを新たな観
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光資源として導入し、エコ観光地としての魅力・ブランド力の向上を図るとともに、地域住

民のニーズに応える柔軟な地域交通の検討を行う。 

 

（事業費） 

 ３年間（2023～2025 年）総額：130,700 千円 

 

② 社会面の取組 移住･定住環境の整備と人財の育成 

≪課題≫人口減少、少子高齢化による地域力の低下 

若者が住みたい･住み続けたいまちづくりを実現するために、移住･定住環境整備と次

代を担う人財の育成を進める。 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

11.3 

17.16 

17.17 

指標：転出超過数の減少 

現在(2019 年) 

△63 人/年  

2025 年 

0 人/年  

指標：地域や市内事業者等の課題解決に取り組む市外人材数 

現在(2019 年) 

44 人  

2025 年 

10 年間で延べ 500 人 

②－１ 移住･定住･二地域居住の促進と関係人口の創出･拡大 

◆ クロスワークセンターの活用と移住コンシェルジュの設置 

2022 年５月、新たな働き方として関心が高まるテレワークやワーケーション等の拠点と

してクロスワークセンターを開設した。 

出張先で余暇を楽しむ、新たな観光スタイル「ブレジャー（ビジネス＋レジャー）」の受入

れにより、都市部からの新たな人の流れを生み出すほか、地域内外の多様な人材・企業の

交流を促進するイベント等を展開し、入居企業をはじめ、地域事業者、市民などがクロス

（交流）し、化学反応を起こすことで新たな事業や取組を生み出す。 

関係人口の創出・拡大、移住・定住、二地域居住につなげるため、地域の生活情報、就

業・就農情報、子育て、ワーキングスペースなど、移住に関する情報を収集・提供する専門

スタッフを配置し、移住希望者に寄り添うコンシェルジュサービスに取り組む。 

◆ 京都府移住特区の全市域指定 

2022 年４月施行の「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例」 

を活用し、全市域で特別区域の指定を目指し、移住・定住者の受入れ気運の醸成など地

域の受入体制を整備するとともに、空き家のサブリースの推進、菜園や農地付きの空き

家、海の見える空き家の利活用など、多様なニーズに対応できる移住・定住環境を整備す

る。 
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◆ 都市部人材の活用による地域課題解決への取組 

外部専門人材の視点を取り入れ、固定概念にとらわれない魅力ある地域活動を展開す

ることで、次代を担う若者を主役にした魅力的なまちづくりを進め、人財の育成と地域力の

向上に取り組む。 

宮津商工会議所、京都北都信用金庫と連携し、未来デザインセンターをクロスワークセ

ンター内に開設。都市部企業・人材を副業や研修として受け入れ、地元企業との連携・交

流事業等により経営力や人財力を高める事業を展開する。 

 

②－２ みやづ SDGs プラットフォームの充実 【統合的取組４】 詳細後掲 

2021 年９月に設置した「みやづＳＤＧｓプラットフォーム」を充実・強化し、宮津市長を本

部長とする「宮津市ＳＤＧｓ推進本部」との連携を強化する。 

行政・企業・団体等が持つそれぞれの強みや課題などを「見える化」し、ステークホルダ

ーが「共創」し、社会貢献事業を構築することにより、雇用の創出につなげ、地域経済の活

性化や課題の解決を図る。 

 

（事業費） 

 ３年間（2023～2025 年）総額：110,500 千円 

 

③ 環境面の取組 循環型社会への転換と豊かな自然環境や歴史・景観の保全・継承 

≪課題≫日本三景天橋立に代表される自然・歴史・景観の保全・継承 

自然・歴史や景観を次代へ継承するため、限りある資源を有効活用する循環型社会へ

の転換と豊かな自然環境や歴史・景観の保全・継承を行う。 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

11.4 

12.2 

12.3 

12.5 

指標：ごみの再資源化率 

現在(2020 年) 

19.4％  

2025 年 

25.0％ 

指標：世界遺産国内暫定リスト入り 

現在(2019 年) 

                 ― 

2025 年 

リスト入り  

③－１ 市民･事業者･観光客等と進めるプラスチック等資源循環の促進 

【統合的取組３】 詳細後掲 

海洋プラスチックごみ問題等への対応を契機として、プラスチック等に係る資源循環の

重要性が高まる中、天橋立をはじめとした美しく豊かな自然環境を次代に継承するため、

市民･事業者･観光客等・行政が一体となってプラスチック等の資源循環の取組を行う。 
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③-２ 世界遺産登録を目指す日本三景天橋立と歴史･文化資産、自然環境の保全･継承 

天橋立は、奇跡の絶景として古代より人々の心を魅了し続け、郷土が誇る宝であること

から、日本の自然遺産・文化遺産として次代に守り伝えていく必要がある。 

しかし、地球温暖化による海面上昇による天橋

立存続の懸念のほか、天橋立により閉鎖的水域

となっている阿蘇海は、富栄養化によるヘドロの

堆積や水質汚濁、魚介類の生息環境悪化、藻類

の大量発生による悪臭などの問題が顕在化して

おり、さらに、阿蘇海や流入河川への不法投棄に

よる漂着ごみの問題も常態化している。 

このような環境の改善を図るため、水質改善の

取組や市民、事業者、関係団体等が一体となって行う海岸や流入河川の清掃活動を中心

に天橋立の環境保全活動を実施する。 

また、ふるさと納税制度と環境保全活動をはじめとする世界遺産登録に向けた一連の

活動を関連付け、同制度を通じた「自然環境保全基金」への寄付を呼び掛ける。 

◆ 地域・地元企業と連携した海岸清掃活動 

現在、海岸漂着物の回収作業は、各海岸・漁港を管理する行政機関が行っており、より

実効性を高めていくためには、地域や地元企業等との連携が必要である。 

天橋立においては、天橋立を守る会を中心とした実行委員会が組織化され、年２回大規

模な一斉清掃を実施しており、毎回、市内外の個人、団体、企業等の約 1,500 人が参加

している。好事例を市内の他の海岸（地域）に水平展開するため、海の環境保全に賛同す

る事業所・団体を募集し、連携した清掃活動を展開する。 

また、本市、与謝野町、京都府、観光事業者等で構成する阿蘇海環境づくり協働会議を

中心に、定期的な清掃活動や、年２回のＮＰＯ法人国際ボランティア学生協会（ＩＶＵＳＡ）と

連携したカキ殻回収活動などを行っており、今後も継続的に実施する。 

◆ 「美しく豊かな阿蘇海をつくり未来につなぐ条例」に基づく取組 

美しく豊かな阿蘇海を取り戻し、次代に継承するた

め、2016 年に同条例を与謝野町と同時に制定。市

民、地域活動団体、事業者及び行政が一体となって清

掃活動や学習・啓発活動に取り組んでいる。 

また、阿蘇海の環境保全意識の醸成を図る「阿蘇海

の日」事業を与謝野町と連携して毎年開催しており、

2023 年７月には、天橋立を守る会を中心とした実行

委員会の主催による「阿蘇海フェスタ」を産官学民の連携で開催する。 

◆ 文化財保存活用のための計画策定 

ふるさと宮津への誇りと愛着を育むとともに、地域の観光資源として最大限活用をする

大学生による天橋立内でのカキ殻清掃活
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ため、文化財保存活用のマスタープランとなる「宮津市文化財保存活用地域計画」を

2023 年に策定（文化庁認定）し、将来的なビジョンや具体的な事業等の実施計画を定

め、歴史･文化資産の保全･継承と文化観光を推進していく。 

 

（事業費） 

 ３年間（2023～2025 年）総額：64,600 千円 

（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

（統合的取組の事業名） 

選ばれる観光地づくりで未来を拓く｢サスティナブルツーリズム｣プロジェクト 

 

（取組概要） 

市民･事業者･団体等の多様な関係者の連携により、豊かな自然環境や歴史･文化の保

全、観光資源の磨き上げに取り組むとともに、魅力ある観光コンテンツの造成とあわせて

サスティナブルツーリズムを推進し、域内経済の好循環、雇用の拡大、関係人口の増加へ

とつないでいく。 

 

１ 大阪･関西万博を見据えたインバウンド等の誘客と観光 SDGs の推進 経済①－１ 

現在、顧客満足度の向上、観光消費額の拡大に向けた

観光地域づくりを進めるため、各観光関連事業者の投資に

より、宿泊施設、観光施設(飲食店等)の高付加価値化に資

する施設の整備・改修を進めている。 

個々の宿泊事業者が保有するＰＭＳ（予約管理システム）

とデータ連携する「宮津観光ＤＸ基盤」を構築し、より精度

の高い宿泊料の設定や効果的な観光誘客の情報発信を行

い、地域が一体となった生産性･収益力の向上に取り組む

こととしている。 

また、地域経済力を高めるためには、持続可能な観光へ

の取組は必要不可欠であることから、ＪＳＴＳ－Ｄに基づき、

観光事業者等のステークホルダーと①地域の得意､不得意

分野の把握、②得意分野の今後のあり方や不得意分野へ

の今後のアプローチの要領を検討（研修含む）、③自己評

価結果及び今後の方針（ツアーオペレーターやガイドの育

成、地域密着型・体験型旅行商品の開発等）をまとめ、顧客

満足度を高める。 

 

金引きの滝における滝行体験 

e-bike によるサイクリング 
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さらに、マナー啓発を推進できるツアーオペレーターやガイドの育成を実施する一方で、

観光ＤＸの視点から、ＡＩチャットＢｏｔ等を活用した多言語対応を図ることにより、インバウ

ンド受入体制を強化し、観光を通じた地域経済の活性化を図る。 

 

２ ブルーオアシス(みなとオアシス)エリア拡大による観光産業を 

核とした地域経済の活性化経済①－２ 

◆ 海･湾岸域を活用する賑わいの創出、体験型観光コンテンツ等の造成 

世界で最も美しい湾クラブに加盟する宮津湾･伊根湾には、宮津港の賑わいと交流の拠

点として位置付けている「みなとオアシスたいみやづ」がある。 

この「みなとオアシスたいみやづ」がある田井臨海エリアでは、現在、官民連携による新

たな民間企業の進出、コンテンツの創出といった賑わいづくりが動き出しており、加えて、

みなとオアシスをフックとした京都府内オアシスの連携やＰＲといった動きも始まるなど、宮

津湾全体への広がりの芽が出始めている。 

 こうした中、宮津港内の全体について、港湾関係事業者、海上交通事業者、行政、港湾

管理者等が協議体を設置し、宮津湾岸･阿蘇海沿岸域全体の利活用に向けた調査･検討、

体験型観光コンテンツ等の造成とあわせ、湾岸区域における基盤整備を進め「（ブルーオ

アシスの拡大による）宮津湾を活用した人流創出」を核とした地域経済の活性化につなげ

ていく。 
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３ 市民･事業者･観光客等と進めるプラスチック等資源循環の促進 環境③－１ 

◆ 資源循環の再資源化に適した質の高い分別回収 

 廃棄物の排出抑制や資源循環は、全世代が向き合う課題であるが、子どものうちから環

境の重要性を認識し、行動することが重要であることから、環境分野で先進的な事業を展

開している株式会社 JEPLAN、リコージャパン株式会社と連携し、環境教育・環境学習を

進めていく。 

 また、天橋立を中心とした市内の

観光地でのごみの分別の質を高め

ることが資源循環社会の構築につな

がることから、株式会社ＪＴＢ、ＮＴＴ

コミュニケーションズ株式会社と連

携し、天橋立駅等に IoT ごみ箱を設

置するなど、先端技術を用いた啓発

により、これまで、啓発対象として踏

み込めていなかった観光客へのごみ

の減量化・資源化の取組の気運を醸

成する。 

 さらに、市民に対しては、株式会社 ecommit と連携し、家庭で不要となった使用可能な

製品を必要な方に引き取っていただくリユース事業に取り組み、廃棄物の排出抑制に努め

るとともに、一般廃棄物収集運搬許可業者との連携協力体制を構築し、学校をはじめとし

た公共施設に新たな資源ごみの回収拠点を設けることで、紙類や衣類などの資源化を図

っていく。 

 このような取組を総合的に実施していくことで、循環型社会のまちづくりを推進していく。 

［IoT ごみ箱］ 

ごみが一定量溜まると約 1/5 に自動圧縮。４Ｇ通信機能でごみの堆積量を管理、ごみ

回収マネジメントが可能。ソーラーパネル搭載により、環境負荷をかけない。 

◆ 食品ロスの削減と食品残渣の堆肥化 

 家庭における食品保存方法の工夫など、京都府食品ロス削減計画との連携した食品ロ

ス削減の取組のほか、飲食店等での「食べきり運動」「3010 運動」「食べ残しの持ち帰り」

など食品ロスの周知広報を強化する。 

また、2022 年度に本市が独自に実施したごみ減量化及び資源化調査において、市内

の事業系可燃ごみは年間約 816 トン、このうち食品リサイクルが可能なごみは約 415 ト

ンとの結果が出た。この約 415 トンをターゲットとして、事業用コンポストの導入による減

量化を進め、農業者等との連携協力のもと残渣の堆肥化に向けたシステム構築を行う。 
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◆ 観光事業者によるＳＤＧｓ行動宣言 

本市における脱プラスチックの取組を計画的に推進していくため、プラ条例に基づく基

本指針の策定、具体の事業化、「みやづプラごみゼロ宣言」を行っていくとともに、天橋立

観光協会や宮津天橋立観光旅館協同組合など観光事業者との協働体制のもとで、これら

事業者による食品ロスの削減、脱プラ行動、食品廃棄物のリサイクル事業などを進めるた

めのＳＤＧｓ行動宣言を推奨・支援し、官民協働でＳＤＧｓの取組を推進する。 

 

４ みやづＳＤＧｓプラットフォームの充実 社会②－３ 

ＳＤＧｓの取組を進める市内外企業、ＮＰＯ、学校、金融機関、市民等で組織する。 

観光ＳＤＧｓの取組、資源循環の促進等を積極的に進めていくことから、事業ごとにプロ

ジェクトチームを設置する。外部人材の専門知見を活用し、全体の総合プロデュースやプ

ロジェクトマネージャーとして配置する。 

プロジェクトチームのほか、ステークホルダー間における勉強会、社会貢献事業構築な

どの取組も進める。意見交換等の場として Slack を活用し、時間に縛られず、気軽に活発

な議論を行うことができる場を設ける。 

プラットフォームでは、各プロジェクトチーム、社会貢献事業等の進捗等の情報共有や研

修会、会員交流会等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ポータルサイトの制作 

「みやづＳＤＧｓプラットフォーム」のポータルサイトを立ち上げ、プラットフォームで開催す

るセミナー等の情報や、会員企業・団体等のＳＤＧｓの取組や関連イベント等を掲載し、情

報発信するとともに気運の醸成につなげる。また、多様な主体がデジタル上で情報交換や

交流がしやすい仕組みづくりを目指す。 
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◆ ＳＤＧｓ宣言制度の導入 

市内の企業等が、ＳＤＧｓの推進にあたり実施・実施予定の取組を登録する「ＳＤＧｓ宣言

制度」を導入し、市のホームページ、広報誌等での幅広い発信や宣言書の交付により、市

内の企業、団体等のＳＤＧｓに関する関心を高め、ＳＤＧｓ推進への取組を促す。 

◆ ＳＤＧｓロゴデザインの制作 

本市独自のＳＤＧｓロゴデザインを公募するとともに、住民参加による投票で決定する 

ことにより愛着心を醸成、関心を高める。 

◆ ＳＤＧｓ啓発資料の作成 

 ＳＤＧｓの 17 の目標の解説や一人ひとりが取り組めること、市内事業所の取組等を掲載

したパンフレットを作成し、学校等におけるＳＤＧｓ学習や市民への普及啓発に活用する。 

◆ 企業版ふるさと納税の活用促進 

 市外企業へ寄付によりＳＤＧｓの推進に貢献することになるメリットを発信し、本市ＳＤＧｓ

推進活動への参画を促すことにより、社会貢献事業を推進する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2023～2025 年）総額：145,900 千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

本市は、日本三景天橋立に代表される豊かな自然環境や歴史･文化とともに、観光産業

を中心に発展してきた。この恵みを守り活かしていくためには、サスティナブルツーリズム

を通じた地域経済の活性化により、経済、社会、環境の三側面から各施策の相乗効果を

生み出し、好循環につないでいく計画とする必要がある。 

 事業展開については、事業ごとにプロジェクトチームを編成し、外部人材の専門的知見を

活用し、機動力のある事業実施体制をとることとしている。 

また、構成員同士のつながりの場を創出し、活動情報を共有することで、新たなイノベー

ションにつなげていく。 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境）サスティナブルツーリズムによる自然環境保全意識の向上 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：ごみの再資源化率 

現在（2019 年）： 

 19.4％  

2025 年： 

25.0％ 

ＧＳＴＣ(持続可能な観光の国際基準)認証取得を目指し、ＪＳＴＳ－Ｄ(日本版持続可能

な観光ガイドライン)に基づく｢持続可能な観光に向けた取組｣や再生可能エネルギーを活

用したエコ観光地づくりに取り組むことで、経済面では、プロモーションツールとして国内

外に発信することで、インバウンド等の誘客をさらに呼び込む観光を通じた地域経済の活

性化につながり、環境面では、市民、事業者、観光客等と一体となって、プラスチック等資

源循環の促進に取り組むことで、ごみの再資源化率を高めることにつながる。 

 

（環境→経済）環境にやさしい観光地としてのブランド化による誘客の促進 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：観光交流人口 

現在（2019 年）： 

            321 万人 

2025 年：  

350 万人 

プラスチック等資源循環の促進に取り組むことにより、環境面では、美しい自然環境や

歴史･文化が守られた選ばれる観光地につながり、経済面では、保全･継承される日本三

景天橋立に代表される自然環境や歴史･文化資産を観光資源として最大限活用し、観光

交流人口の増につながる。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

（経済→社会）魅力ある雇用の創出による移住･定住人口の増 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：宮津市 49 歳以下人口 

現在（2019 年）：  

5,125 人 

2025 年： 

5,370 人 

ＧＳＴＣ(持続可能な観光の国際基準)認証取得を目指し、ＪＳＴＳ－Ｄ(日本版持続可能

な観光ガイドライン)に基づく｢持続可能な観光に向けた取組｣や観光地の高付加価値化の

取組により、経済面では地域経済の活性化による市民所得の向上につながり、社会面で

は、地域経済の活性化による雇用の創出と移住・定住促進につながる。 
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（社会→経済）担い手不足の解消、人口増による地域内消費の拡大 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内総生産 

現在（2019 年）： 

 656 億円 

2025 年：  

680 億円 

みやづＳＤＧｓプラットフォーム構成員の共創の取組により、社会面では、新たな事業や

雇用の創出による都市部からの新たな人の流れが生まれることで、地域経済の担い手不

足の解消につながり、経済面では、移住・定住人口、関係人口等の拡大により、地域内消

費額の増加につながる。 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

（社会→環境）企業との連携による資源循環や食品ロスの削減 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：一人当たりのごみの排出量 

現在（2018 年）：  

972ｇ 

2025 年：   

924ｇ 

みやづＳＤＧｓプラットフォーム構成員の共創の取組により、社会面では、新たな事業や

雇用の創出につながり、環境面では、本市が事業者（特に観光事業者等）と協働で取り組

む資源循環や食品ロス削減の取組により、ごみの排出量の削減につながる。 

 

（環境→社会）環境にやさしい取組によるシビックプライドの醸成 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：住み続けたい人の割合 

現在（2019 年）： 

61％ 

2025 年：  

80％ 

プラ条例に基づく資源循環や食品ロス削減の取組を市民、事業者、観光客等と一体と

なって行動することにより、環境面では、ごみの排出量削減や二酸化炭素排出量の削減に

つながり、社会面では、シビックプライドの醸成につながる。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

宮津天橋立観光旅館協同

組合、宮津商工会議所 

観光ＳＤＧｓに関する事業者研修、サスティナブルコーディ

ネーター育成において、各事業者への呼びかけを行う。 

株式会社にしがき 田井宮津ヨットハーバーの施設運営者。海の賑わい創出

を行うにあたり、運営者視点及び観光誘客での知見を求

める。 

サラヤ株式会社 田井臨海エリアのオーベルジュの運営、田井ヨットハーバ

ーと連携した事業の展開など、海を活用した賑わいづくり

に貢献する。 

学校法人大和学園 地産地消の料理メニュー・特産品開発アドバイザー。美食

のまちづくりを目指し、商品開発に参画する。 

株式会社ＪＥＰＬＡＮ プラスチックごみ排出抑制に関する普及啓発活動、環境

教育・環境学習の推進を行う。 

リコージャパン株式会社 環境教育・環境学習の推進を行う。 

株式会社 JTB、NTT コミ

ュニケーションズ株式会社 

天橋立駅等、観光客が多く集まる場所に IoT ごみ箱の設

置による啓発活動を連携して行う。 

株式会社 ecommit 家庭で不要となった使用可能な製品のリユース事業を行

う。 

天橋立を世界遺産にする

会 

天橋立を世界遺産にする活動の中心的役割を担う。天橋

立を中心とする地域の情報発信、地域の気運醸成活動を

行う。 

株式会社 Founding 

Base 

次代を担う地域人財の育成拠点であるクロスワークセン

ターを運営する。 

 

 

（５）自律的好循環の具体化に向けた事業の実施 

（事業スキーム） 

日本三景天橋立に代表される豊かな自然環境や歴史･文化の保全･継承とともに、これ

らの観光資源を最大限活用した観光産業の活性化（観光消費額の増）により地域経済力

を高め、観光サービスの高付加価値化や投資の拡大により、域外（市外）から稼いだ資金

を域内（市内）経済に再投資し、新たな観光産業や雇用の創出、労働者賃金の引上げにつ

なげる。 

また、クロスワークセンターを中心に、都市部からの新たな人の流れを生み出すための

市内外の多様な人財・企業の交流を促進するほか、移住特区の全市域指定、移住コンシェ



43 
 

ルジュの配置等の施策を行うことにより、人口減少や少子高齢化の抑制につなげる。 

これらの取組により、地域力の向上、地域内消費の増につなげ、プラスのスパイラルに変

容させることで、自走につなげる。 

    

（将来的な自走に向けた取組） 

観光資源を最大限活用しサスティナブルツーリズムの推進や観光地の高付加価値化に

より、地域経済の活性化による雇用の創出、移住・定住・二地域居住につなげる取組であ

る。 

したがって、初期の取組には、一定の補助金は必要となるが、顧客満足度の向上や観光

消費額の拡大により、新たな観光産業や雇用の創出、労働者賃金の引上げにつながり、さ

らに移住・定住・二地域居住の増（人口減少の抑制）へつなげることにより、プラスのスパイ

ラルに変容させ、自走につなげる。 

 

 

 

 

（６）自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開性 
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（他の地域への普及展開性） 

本市における自治体ＳＤＧｓモデル事業は、地域の強みを活かした課題解決型の取組で

ある。 

天橋立を代表とする自然環境や歴史・文化の保全・継承を行うとともに、この観光資源

を最大限に活用し、サスティナブルツーリズムの推進や観光地の高付加価値化を実現させ

ることにより、地域経済の活性化による雇用の創出、移住・定住・二地域居住につなげる。 

また、本市の産業構造別の業種を多い順にみると、最も大きなウエイトを占めているの

は、卸売業・小売業、次いで宿泊業・飲食サービス業となっており、観光産業を中心に地域

経済が循環している本市にとって、天橋立に代表される自然環境や歴史・文化の恵みを次

代に継承していくことは非常に重要である。このようなサスティナブルツーリズムの取組

は、人口減少や少子高齢化という同様の課題を抱え、観光産業を中心とする他の地方都

市においても共感が得られ、水平展開が図れるものと考える。 

 

（７）資金スキーム 

（総事業費） 

 ３年間（2023～2025 年）総額：451,700 千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2023 年度 40,700 26,500 3,700 102,800 173,700 

2024 年度 74,200 41,500 37,800 21,500 175,000 

2025 年度 15,800 42,500 23,100 21,600 103,000 

計 130,700 110,500 64,600 145,900 451,700 
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（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

デジタル田園都市国家戦略

交付金(内閣府) 

2023～

2025 
40,400 

統合的取組１に係るナイトコンテンツ開発・

地域協議会の活動費、統合的取組２に係る

臨海エリアの賑わい創出、社会②－１に係

る移住コンシェルジュの活動費、二地域居

住の促進、社会②－２係るクロスワークセン

ターの運営について活用(申請済) 

エネルギー構造高度化転換

理解促進事業補助金(経済

産業省) 

2023～

2025 
100,000 

経済①－３に係る再生可能エネルギーを活

用したエコ観光地づくりに活用(申請済) 

観光再始動事業補助金(国

土交通省) 
2023 17,500 

統合的取組１に係る観光コンテンツの開発

に活用(申請済) 

高付加価値化事業補助金

(国土交通省) 
2023 20,000 

統合的取組１に係る商品の高付加価値化事

業に活用(申請済) 

空き家対策総合支援事業

(国土交通省) 

2024～

2025 
15,000 

社会②－１に係るサブリース物件の改修経

費について活用予定 

国宝重要文化財等保存整備

費補助金(国土交通省) 

2023～

2025 
22,200 

環境③－２に係る文化財保存活用地域計

画策定に活用(申請済) 

 

（民間投資等） 

 天橋立の環境保全については、ふるさと納税制度の活用により、個人や企業からの寄付

を推進していく。 
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（８）スケジュール 

 

 取組名 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

統
合 

１． 

大阪・関西万博を見据

えたインバウンド等の

誘客と観光ＳＤＧｓの推

進（経済①－１） 

   

統
合 

２． 

ブルーオアシスエリア

拡大による観光産業を

核とした地域の振興 

（経済①－２） 

   

GSTC 認証取得申請 継続申請 継続申請 

地域を盛り上げる観光コンテンツの開発 

宿泊及び観光事業者と連携した地域一体となった高付加価値化に資する施設改修 

地域一体となった観光地運営を実施するための面的 DX の導入 

「食」の高付加価値化によるガストロノミ―ツーリズム商品の開発及びツアー実施 

官民のステークホルダーによる協議体の設置及び運営 

みなとオアシスたいみやづエリアでのコンテンツづくり 

みなとオアシス連携事業の展開 

環境整備や利活用の方針策定に向けた調査・検討事業 

環境整備や利活用の 

方針策定に向けた実証事業 

ブルーオアシスエリアの拡大 
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 取組名 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

統
合 

３． 

市民、事業者、観光客

等と進めるプラスチッ

ク等資源循環の促進

（環境③－１） 

   

統
合 

４． 

みやづ SDGｓプラット

フォームの充実（社会

②－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

観光事業者によるＳＤＧｓ行動宣言 

観光事業者によるＳＤＧｓ行動の実践 

プラ条例認定事業所制度設計 プラ条例事業所認定 

プラットフォームの運営（会員交流会、セミナー、勉強会、マッチング等） 

ポータルサイト設置検討 運用開始 

ＳＤＧｓ宣言制度構築 募集開始・普及促進 

企業版ふるさと納税（寄付活用事業の庁内選定・募集） 

観光事業者によるＳＤＧｓ行動宣言調整 

ＳＤＧｓロゴデザイン公募と決定 各種イベント、情報発信等に活用 

募集・受入・報告 

啓発資料作成 

事業用コンポスト実証実験 事業用コンポスト導入準備・本格導入 
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 取組名 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

経
済 

①－３ 

一次産品の域内調達

率を高めた美食のまち

づくり 

   

経
済 

①－４ 

再生可能エネルギーを

活用したエコ観光地づ

くり 

   

社
会 

②－１ 

移住・定住・二地域居

住の促進と関係人口の

創出・拡大 

   

 

    

生産者との供給調整 

需要に応じた生産の実証 

域内食材等によるメニュー、加工品の開発 

地域商社設立・本格運用 地域商社設立へ向けた試行運用 

一次産品等の需給調査 

運行に向けた実証実験・関係者との調整 

充電設備の場所選定・工事 

車両購入 本格運行 

集荷拠点施設の整備 

移住コンシェルジュの配置、クロスワークセンターの運営 

 

移住特区の指定 

支援制度の検討 支援制度の実施 

二地域居住・移住者向けシェアハウス開設

に向けた検討・準備・プロポーザル・整備 

支援制度の実施 

民間事業者による二地域居住・移住者向け

シェアハウス運営 
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 取組名 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

環
境 

③－２ 

世界遺産登録を目指す

日本三景天橋立と自然

環境、歴史文化資産の

保全・継承 

 

 

 

  

 

    

文化財保存活用地域計画(地域計画)の策定作業 

文化庁への申請・審査・計画認定 

 
計画に基づく重点事業の実施 

 

海岸清掃 府中（大垣海岸清掃）４月、７月、10 月、12 月 

カキ殻回収 ８月、３月 

阿蘇海の日事業（イベント） 

海岸清掃 

カキ殻回収 

海岸清掃 

カキ殻回収 

阿蘇海の日事業（イベント） 

ふるさと納税の推進 


